
（単位：百万円、％）
平成29年3月期 平成30年3月期

残高 構成比 残高 構成比
国内店分

（除く特別国際金融取引勘定分） 738,946 100.00 763,116 100.00
製造業 62,432 8.45 60,369 7.91
農業，林業 1,224 0.17 1,829 0.24
漁業 219 0.03 196 0.03
鉱業，採石業，砂利採取業 114 0.02 49 0.01
建設業 19,491 2.64 19,448 2.55
電気・ガス・熱供給・水道業 12,099 1.64 14,058 1.84
情報通信業 1,951 0.26 1,943 0.25
運輸業，郵便業 6,158 0.83 7,395 0.97
卸売業，小売業 54,351 7.35 50,200 6.58
金融業，保険業 66,211 8.96 68,115 8.93
不動産業，物品賃貸業 115,100 15.58 122,909 16.10
その他サービス業 62,690 8.48 70,735 9.27
地方公共団体 167,074 22.61 164,723 21.58
その他 169,823 22.98 181,140 23.74

海外店分及び
特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －
金融機関 － － － －
商工業 － － － －
その他 － － － －

合計 738,946 100.00 763,116 100.00

■�貸出金業種別残高

（単位：百万円）
平成29年3月期 平成30年3月期

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高
国内業務部門 738,832 724,533 763,006 740,550
　手形貸付 15,513 16,315 16,456 15,505
　証書貸付 645,653 634,848 661,477 644,132
　当座貸越 75,669 71,511 83,296 79,286
　割引手形 1,996 1,857 1,775 1,626
国際業務部門 114 122 109 115
　手形貸付 114 122 109 115
　証書貸付 － － － －
合計 738,946 724,655 763,116 740,666

■�貸出金科目別残高

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。

■�貸出金の残存期間別残高

（単位：百万円）
平成29年3月期

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 39,583 47,154 83,061 58,449 434,728 75,968 738,946
　うち変動金利 － 27,521 41,147 20,744 286,653 13,137 －
　うち固定金利 － 19,633 41,913 37,705 148,075 62,830 －

平成30年3月期

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合計

貸出金 40,169 48,219 77,240 66,781 446,978 83,726 763,116
　うち変動金利 － 26,830 31,140 26,823 295,794 12,877 －
　うち固定金利 － 21,388 46,099 39,957 151,183 70,849 －

（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。
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（単位：件、百万円）
平成29年3月期

総貸出金残高（A） 中小企業等貸出金残高（B） （B）／（A）
貸出件数 金　額 貸出件数 金　額 貸出件数 金　額
41,671 738,946 41,480 441,069 99.54% 59.68%

平成30年3月期
総貸出金残高（A） 中小企業等貸出金残高（B） （B）／（A）

貸出件数 金　額 貸出件数 金　額 貸出件数 金　額
41,459 763,116 41,271 462,166 99.54% 60.56%

（単位：百万円）

平成29年3月期 平成30年3月期
有価証券 10 11
債権 10 0
商品 － －
不動産 541 641
その他 200 200
計 762 853
保証 2,940 3,574
信用 3,584 4,240
合計 7,287 8,668

（単位：百万円）

平成29年3月期 平成30年3月期
貸出金償却額 304 31

（単位：百万円）

平成29年3月期 平成30年3月期
破綻先債権額 109 211
延滞債権額 9,749 9,290
3カ月以上延滞債権額 87 78
貸出条件緩和債権額 1,350 1,001
合計 11,297 10,582

（単位：百万円）

債権の区分 平成29年3月期 平成30年3月期
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,606 1,261
危険債権 8,276 8,247
要管理債権 1,438 1,080
正常債権 745,280 773,384

（単位：百万円）

平成29年3月期 平成30年3月期
有価証券 2,204 2,292
債権 4,251 4,337
商品 － －
不動産 153,296 158,267
その他 190 3,026
計 159,942 167,925
保証 278,029 285,876
信用 300,974 309,314
合計 738,946 763,116

（うち劣後特約付貸出金） （513） 856

■�貸出金担保別内訳

■�支払承諾見返担保別内訳

■�中小企業等貸出金残高

（単位：百万円）

平成29年3月期 平成30年3月期
消費者ローン 23,320 24,159
住宅ローン 209,571 219,090
合計 232,891 243,249

■�消費者ローン・住宅ローン残高

（単位：百万円）

平成29年3月期 増減 平成30年3月期 増減
一般貸倒引当金 652 △ 188 857 205
個別貸倒引当金 2,205 122 2,755 550

うち非居住者向け債権分 － － － －
合計 2,858 △ 66 3,613 755

■�貸倒引当金内訳

■�リスク管理債権額

■�金融機能再生緊急措置法に基づく開示債権額

■�貸出金償却額

■�特定海外債権残高
該当ありません。

（注）�中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物
品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売
業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

（注）�資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法
律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該社債を有する金融
機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているも
のであって、当該社債の発行が金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第2条
第3項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その
他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並び
に貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合
のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者
の財政状態及び経営成績等を基礎として区分するものであります。

（単位：百万円、％）
平成29年3月期 平成30年3月期

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
設備資金 295,025 39.93 318,191 41.70 
運転資金 443,921 60.07 444,925 58.30 
合計 738,946 100.00 763,116 100.00 

■�貸出金使途別内訳
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